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凝結・硬化過程に凍結を受けたコンクリートの強度増進停滞機構および被害範囲・深さ測定に関する研究 
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5.3.2 初期凍害範囲・深さ調査の流れ 

図 29 に初期凍害範囲・深さの測定フロー（案）を示す。 

本フロー（案）による場合、最初から破壊試験であるコア

採取を行うのではなく、破壊試験に先立ち非破壊試験によ

る調査を実施する。非破壊試験の情報を得て、被害深さを

測定する際に微破壊試験を実施する。これまで、初期凍害

の調査では凍害損傷の程度にかかわらず全範囲のコア採取

や、はつりによる破壊調査が実施される場合があったが、

破壊による損傷リスクを低減するとともに、調査コストの

縮減が期待される。 

第一段階として、目視で凍結痕が見られる場合は、確実

に初期凍害を受けており、その後、水分供給を行っても強

度回復は見込めない。凍結痕がなくとも、凍結痕の周辺は

反発度よる非破壊試験を行い、被害範囲を推定する。次に

凍結痕および周囲を含めてメッシュ設定し、健全部と反発

度を比較する。反発度は材齢 7 日（積算温度 125°D・D）

以降かつ 10N/mm2 以上であれば、健全部に対する反発度比

によって被害範囲の推定が可能と考える。反発度が健全部

同等であったとしても、表面のみに、スケーリングのよう

な被害が発生している可能性があるため、引っかき傷幅を

測定する。引っかき傷幅は反発度と同様、材齢 7 日（積

算温度 125°D・D）以降であれば、健全部と比較が可能と

なる。傷幅が健全部同等であれば被害なしと判断する。傷 

 

幅が健全部より大きい場合は、かぶり、所要の出来形に影

響のない範囲で、高圧洗浄、カップ掛けや研磨によって表

面の脆弱部を取り除き、湿潤養生を継続または、必要に応

じて表面補修等の対応になると考える。 

反発度が健全部より低い範囲は深さ方向に初期凍害が発

生している可能性が大きい。非破壊による被害深さ推定は

コンクリート温度の深さ方向の測定によるものであるが、

事前に熱電対等の準備が必要であり、測定位置は限定的で

あることから現実的ではない。そのため、深さ方向の被害

程度の特定には設定した各メッシュに対して微破壊試験を

実施する。測定は、健全部の測定を行ったうえで、被害の

大きい範囲から順次測定する。 

小径コアドリルによる被害深さ測定には、コア径 21mm

以上とし、コア削孔時の消費電力変化を測定し、採取した

コアの濡れ色残存深さ、超音波伝播速度を測定し、最大値

を被害深さ推定値とし、被害推定深さ以深の圧縮強度の確

認によって被害深さを特定する。上記 4 つの測定は、同

一のコア試験体で実施することができる。必要に応じて別

のコアを用いて蛍光塗料によるひび割れ発生深さを測定す

る。 

振動ドリルによる測定は、圧縮強度試験を実施しないた

め、被害深さを広範囲にわたって推定する際や、深さ方向

に被害が発生していないことを確認する場合に使用して、

 

図 29 初期凍害範囲・深さ測定フロー（案） 
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